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１ はじめに 

 (１) 策定の背景 

わが国の人口は、2008（平成 20）年をピークに減少に転じ、2010（平成 22）年に約 1

億 2,805万 7千人（国勢調査）であった総人口は、今後急激に減少し、世界で最も早い速

度で人口減少と少子高齢化が進むと予測されています。少子高齢化の進行は、生産年齢人

口の減少による経済活動力の低下や高齢者人口の増加に伴う社会保障費の増加、これらに

伴う国・地方公共団体の財政状況の悪化など、多方面へ影響を与えると考えられています。 

このような状況の下、国においては、人口減少・少子高齢化の課題を克服し、地方創生

を推進するため、2014（平成 26）年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」を施行し、同

年 12月には、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」と「まち・ひと・しごと創生総合

戦略」を策定しました。 

本市においては、1980年代から人口減少に転じ、今後も減少傾向が続くと予測されてお

り、人口の減少傾向に歯止めをかけ、地域活力の維持・発展を図るため、市民と市が総力

を挙げて取り組む必要があります。そのために、本市においても「人口ビジョン」と「総

合戦略」を策定し、国や愛媛県と連携を図りながら、地方創生の実現を目指していくこと

とします。 

 

 

 (２) 人口ビジョンの位置付け 

「大洲市人口ビジョン」は、本市における人口の現状分析を行い、人口に関する認識を市

民と市が共有し、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示すものです。また、同時

に策定する「大洲市まち・ひと・しごと創生総合戦略」における人口に関する基本的な考え

方を示すものであり、本市における地方創生の実現に向けて、効果的な施策を企画立案する

上での基礎となるものです。 

 

 

 (３) 対象期間 

国の長期ビジョンや愛媛県人口ビジョンの期間を参考として、2060（平成 72）年までを対

象期間とします。 
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２ 人口の動向分析 

 (１) 人口の推移 

 「2040（平成52）年の人口」：「2010（平成22）年の人口」の 6割程度まで減少 

（年少人口：13％⇒10％ 生産年齢人口：57％⇒47％ 老年人口：30％⇒43％） 

・ 本市の人口は、1965（昭和 40）年の 63,390人から、2010（平成 22）年には 47,157人

まで減少しており、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の推計に

よると、2040（平成 52）年には 29,529人（2010（平成 22）年比約 62％）まで減少すると

予測されています。 

・ 2010（平成 22）年における年少人口（0～14歳）、生産年齢人口（15歳～64歳）、老年

人口（65歳以上）の割合は、それぞれ 13.1％、56.6％、30.1％となっています。 

・ 年少人口の割合は、2025（平成 37）年頃に 10％程度まで低下し、その後は大きく変動

することなく推移すると予測されています。 

・ 生産年齢人口の割合は、2050（平成 62）年頃に 45％程度まで低下し、その後わずかに

上昇すると予測されています。 

・ 老年人口の割合は、2030（平成 42）年には 40％を超え、2050（平成 62）年頃には生産

年齢人口と同程度の約 45％となりますが、その後わずかに低下すると予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢３区分人口の推移注1 

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

  
注1：2010年までの実績人口データには「年齢不詳人口」が含まれるため、年齢三区分人口の和と総人口が一致しない場合や 

年齢三区分の人口割合の和が100％とならない場合がある。 

12,223 11,960 10,525 9,319 8,130 7,132 6,155 5,294 4,571 3,989 3,516 3,184 2,935 2,682 2,403 2,115 1,861

36,700 36,427
34,912

32,474
31,127

29,401

26,711

23,627
21,116

18,986
17,197

15,663

13,818 12,345 11,167 10,339 9,416

8,088 8,875

10,327

12,057
13,500

14,195

14,190

14,937

15,188

14,921

14,301

13,391

12,776
11,844

10,775
9,538

8,565

21.4%

13.1%

9.9%

9.4%

64.4%

56.6%

46.8%
47.4%

14.2%

30.1%

43.3% 43.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

1980年

(昭和55年)

1985年

(昭和60年)

1990年

(平成２年)

1995年

(平成７年)

2000年

(平成12年)

2005年

(平成17年)

2010年

(平成22年)

2015年

(平成27年)

2020年

(平成32年)

2025年

(平成37年)

2030年

(平成42年)

2035年

(平成47年)

2040年

(平成52年)

2045年

(平成57年)

2050年

(平成62年)

2055年

(平成67年)

2060年

(平成72年)

（人）

年少人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口(人） 年少人口割合 生産年齢人口割合 老年人口割合

老年人口割合（右軸）

生産年齢人口割合（右軸）

年少人口割合（右軸）

19,842人

57,011人

29,529人

47,157人

社人研に準拠した長期推計社人研推計

1980年
(昭和55年)

1985年
(昭和60年)

1990年
(平成２年)

1995年
(平成７年)

2000年
(平成12年)

2005年
(平成17年)

2010年
(平成22年)

2015年
(平成27年)

2020年
(平成32年)

2025年
(平成37年)

2030年
(平成42年)

2035年
(平成47年)

2040年
(平成52年)

2045年
(平成57年)

2050年
(平成62年)

2055年
(平成67年)

2060年
(平成72年)

総人口（人） 57,014 57,263 55,766 53,850 52,762 50,786 47,157 43,858 40,875 37,896 35,014 32,238 29,529 26,871 24,345 21,992 19,842

　年少人口（人） 12,223 11,960 10,525 9,319 8,130 7,132 6,155 5,294 4,571 3,989 3,516 3,184 2,935 2,682 2,403 2,115 1,861

　生産年齢人口（人） 36,700 36,427 34,912 32,474 31,127 29,401 26,711 23,627 21,116 18,986 17,197 15,663 13,818 12,345 11,167 10,339 9,416
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　老年人口割合 14.2% 15.5% 18.5% 22.4% 25.6% 28.0% 30.1% 34.1% 37.2% 39.4% 40.8% 41.5% 43.3% 44.1% 44.3% 43.4% 43.2%
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■2010（平成22）年の人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■2040（平成52）年の人口ピラミッド 

 

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」  

948 

1,070 

1,181 

1,127 

653 

1,003 

1,214 

1,362 

1,160 

1,382 

1,590 

1,804 

1,972 

1,375 

1,296 

1,332 

1,039 

502 

239 

1,162 

1,267 

1,543 

1,464 

1,113 

1,426 

1,363 

1,464 

1,631 

1,824 

2,002 

1,634 

1,829 

2,064 

2,089 

1,612 

1,094 

685 

384 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

05001,0001,5002,0002,500

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

2010（平成22）年 人口ピラミッド 男 女

477 

495 

529 

518 

459 

578 

643 

735 

763 

712 

604 

804 

971 

1,096 

913 

972 

912 

732 

703 

452 

476 

506 

500 

470 

591 

622 

693 

772 

708 

732 

902 

1,041 

1,261 

1,112 

1,199 

1,211 

1,150 

1,515 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

05001,0001,5002,0002,500

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

2040（平成52）年 人口ピラミッド
男 女



4 

 

 (２) 人口動態の推移 

 自然動態（出生・死亡）：出生数の減少・死亡数の増加 

 社会動態（転入・転出）：転入数・転出数の減少 

・ 自然動態については、出生数が 2001（平成 13）年度から 500 人を下回り、減少傾向が

続き、死亡数が増加傾向であるため、「自然減」の傾向が拡大しつつあります。 

・ 社会動態については、転入数・転出数ともに減少していますが、2006（平成 18）年度頃

から「社会減」の傾向が顕著になり、大規模事業所の閉鎖があった 2010（平成 22）年度

をピークに収束しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■総人口及び出生数・死亡数・転入数・転出数の推移 

 

出典：RESAS-地域経済分析システム-「年齢階級別人口移動分析」 
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■総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 

出典：RESAS-地域経済分析システム-「年齢階級別人口移動分析」 
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 (３) 自然動態（出生・死亡）の状況 

 合計特殊出生率注2：低下傾向（全国・県平均を上回って推移） 

・ 2008（平成 20）～2012（平成 24）年の合計特殊出生率は、1.72であり、全国平均 1.38、

愛媛県平均 1.5を上回り、県内 2位となっています。 

・ 合計特殊出生率は、常に全国・県平均を上回って推移していますが、年々低下していま

す。 

 

都市 
合計特殊 

出生率 
順
位 

都市 
合計特殊 

出生率 
順
位 

全国 1.38  宇和島市    1.63 9 

愛媛県 1.5  松野町     1.58 12 

松山市     1.36 17 鬼北町     1.64 8 

四国中央市   1.70 4 愛南町     1.68 6 

今治市     1.62 10 新居浜市    1.8 1 

上島町     1.51 15 西条市     1.72 2 

伊予市     1.36 17 八幡浜市    1.59 11 

東温市     1.29 20 大洲市     1.72 2 

久万高原町   1.54 14 西予市     1.67 7 

松前町     1.4 16 内子町     1.56 13 

砥部町     1.31 19 伊方町     1.7 4 

 

■愛媛県下の合計特殊出生率・2008（平成20）～2012（平成24）年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■合計特殊出生率の推移 

 

出典：人口動態保健所・市区町村別統計の概況 

 

 

注2 合計特殊出生率：１人の女性が一生に産む子供の平均数  
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 若い世代の未婚率：上昇傾向 

・ 2002（平成 14）～2012（平成 24）年の年間の婚姻件数は、2006（平成 19）年の 240件

をピークに減少を続け、2012（平成 24）年は 189件となっています。 

・ 男性の 25～29歳を除き、若い世代（25～34歳）の未婚率は、年々上昇しています。 

・ 生涯未婚率（50歳時点の未婚率）は男女ともに上昇傾向にあり、特に男性は、2010（平

成 22）年に 20％を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■大洲市の年間の婚姻件数、婚姻（初婚）の平均年齢の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ■未婚率の推移・男性                 ■未婚率の推移・女性 

 

出典：愛媛県「愛媛県保健統計年報」  
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 (４) 社会動態（転入・転出）の状況 

 2011（平成23）年以降の転出超過：縮小傾向 

・ 2010（平成 22）年以降、2012（平成 24）年の年少人口（女性）の純移動（転入－転出）

以外はマイナス（転出超過）となっています。 

・ 2011（平成 23）年以降は、生産年齢人口のマイナス（転出超過）の程度は小さくなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢3区分別の人口移動（社会移動）の状況 

 

出典：RESAS-地域経済分析システム-「年齢階級別人口移動分析」 
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 15～24歳：進学、就職等による大幅な転出超過 

 25～29歳、60歳頃：就職、退職後の Uターン等による転入超過 

・ 男女ともに、15 歳～24 歳になる段階で大幅な転出超過となっており、市外の大学・専門

学校等への進学や就職等によるものと考えられます。 

・ 男女ともに、25～29 歳になる段階で、就職を機とした転入やＵターンなどが要因と考え

られる転入超過となっていますが、年々、縮小傾向にあります。 

・ 大規模事業所の閉鎖があった 2010（平成 22）年は、結婚や出産、子育て世代である 30～

50歳代頃の年齢層において、男女ともに転出超過となっています。 

・ 男女ともに、60 歳頃からわずかに転入超過となっており、退職を機としたＵターン等が

考えられます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■年齢5歳階級別純移動の推移・男性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■年齢5歳階級別純移動の推移・女性 
 

出典：RESAS-地域経済分析システム-「年齢階級別人口移動分析」  
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 中予地方への転出超過  南予地方からの転入超過 

・ 男女ともに中予地方への転出超過、南予地方からの転入超過の傾向が見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■年齢５歳階級別 転入者・転出者数・2013（平成25）年・男性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢５歳階級別 転入者・転出者数・2013（平成25）年・女性 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■転入・転出先と移動数・2013（平成 25）年・男性     ■転入・転出先と移動数・2013（平成25）年・女性 

 
 

出典：住民基本台帳人口活動調査 男女別移動前の住所地別転出者数（平成25年）  
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 松山市への大幅な転出超過  近隣市町からの転入超過 

・ 本市との間で転入・転出者数が多い市町は、松山市や隣接する八幡浜市、内子町、西予

市、宇和島市となっています。 

・ 大幅な転出超過となっているのは松山市であり、隣接する市町からは概ね転入超過とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■大洲市への転入・転出者数・2013（平成25）年 
 

 

出典：住民基本台帳人口活動調査 男女別移動前の住所地別転出者数（平成25年） 
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 (５) 産業別就業者の状況 

 農林業の就業者比率：全国と比べかなり高い 

・ 就業者数について、男性は建設業、卸売業・小売業、製造業の順に、女性は医療・福祉、

卸売業・小売業、製造業の順に多くなっています。 

・ 特化係数（市の X産業の就業者比率／全国の X産業の就業者比率）を見ると、男女共に

農林業および複合サービス業が 2.0を超える高い数値となっています。一方、特化係数が

低い産業は漁業と情報通信業となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■産業別就業者数および特化係数 

 

出典：国勢調査（平成22年） 
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 農林業の就業者の約７割：60歳以上 

・ 特化係数の高い産業について年齢構成を見ると、農林業については 70 歳以上の割合が

最も高く、60歳以上が約７割を占めており、後継者の育成が大きな課題となっています。 

・ 複合サービス業については、各年代が比較的にバランスよく構成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢階級別産業別就業者数 

 

出典：国勢調査（平成22年）  
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３ 将来人口推計結果の分析 

 (１) 人口減少段階の分析 

 全国的な段階より早い人口減少 

   2010（平成22）年 第2段階 ⇒ 2033（平成45）年 第３段階 

・ 社人研推計に準拠した長期推計（以下「社人研準拠推計」という。）による 2040（平成

52）年の人口は 29,528人、2060（平成 72）年の人口は 19,842人となっています。 

・ 人口減少は大きく分けて「第１段階：老年人口の増加（総人口の減少）」、「第２段階：

老年人口の維持・微減」、「第３段階：老年人口の減少」の３つの段階を経て進行するとさ

れており、全国的には 2040（平成 52）年から「第２段階」に入ると推測されています。 

・ 本市において、2010（平成 22）年の人口を「100」とした場合の老年人口（65歳以上）

の指標は、2030（平成 42）年頃まで維持し、その後低下しています。したがって、人口減

少段階は 2010（平成 22）年にはすでに「第２段階」に入っており、全国的な動向よりも

やや早く、2033（平成 45）年頃に「第３段階」に入ると推測されます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■社人研準拠推計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 2010（平成22）年 2040（平成52）年 
2010年を100とした 

場合の2040年指数 
人口減少段階 

年少人口 6,155人 2,368人 48 

2 生産年齢人口 26,779人 11,393人 52 

老年人口 14,223人 12,421人 90 

■大洲市の人口減少段階（社人研準拠推計による）  
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 (２) 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度 

 自然増減に比べ、社会増減の影響が大きい 

    ⇒ 社会増減の差を収束させていく施策への取組みが効果的 

・ 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度を分析するため、社人研準拠推計を基に

２つのシミュレーションを行い、将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析を

行いました。 

・ この分析において、本市の将来人口に対する自然増減の影響度は「３」、社会増減の影

響度は「４」となり、人口の社会増減の差を収束させていく施策に取り組むことが、将来

人口を維持する上で効果的であると考えられます。 

 

■自然増減・社会増減の影響度の分析 

  2040（平成52）年推計人口 

  影響度 
社人研準拠推計 29,528 

シミュレーション１ 31,222 

シミュレーション２ 38,145 

シミュ１／社人研準拠推計 106% 自然増減の影響度 3 

シミュ２／社人研準拠推計 129% 社会増減の影響度 4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■社人研準拠推計、シミュレーション１及びシミュレーション２による将来人口推計 
 

【参考１】２つのシミュレーションの考え方 

 シミュレーション１【社人研推計準拠＋合計特殊出生率が2.1まで上昇】 

 シミュレーション２【シミュレーション１＋社会移動が均衡】 

 

【参考２】「自然増減の影響度」と「社会増減の影響度」の分析 

■自然増減の影響度 

・（シミュレーション１の2040（平成52）年総人口／社人研準拠推計の2040（平成52）年総人口の数値に応じて、以

下の５段階に整理。（数値が大きいほど、出生の影響度が大きい（現在の出生率が低い）ことを示す） 

「１」＝100％未満、「２」＝100～105％、「３」＝105～110％、「４」＝110～115％、「５」＝115％以上の増加 
 

■社会増減の影響度 

・（シミュレーション２の2040（平成52）年総人口／シミュレーション１の2040（平成52）年総人口）の数値に応じて、 

以下の５段階に整理。（数値が大きいほど、人口移動の影響度が大きい（現在の転出超過が大きい）ことを示す） 

「１」＝100％未満、「２」＝100～110％、「３」＝110～120％、「４」＝120～130％、「５」＝130％以上の増加。  
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 (３) 人口構造の分析 

 年少人口と生産年齢人口の安定化 ⇒ 社会増減の差を収束させていく施策が必要 

    （老年人口比率の低下） 

・ 年少人口（0～14歳）の増減率注３は、社人研準拠推計の 52.3%減に対して、シミュレー

ション１が 31.7%減、シミュレーション２が 5.9%減となっており、年少人口の確保には、

自然増・社会増の施策ともに重要であると言えます。 

・ 生産年齢人口（15～64歳）の増減率注３は、社人研準拠推計の 48.4%減に対して、シミュ

レーション１では 46.8%減と大きな差はなく、シミュレーション２では 28.6%減となって

います。このことから、生産年齢人口の確保には社会増の施策が重要であると言えます。 

・ 20～39歳女性人口（人口の再生産力＝日本創生会議が「消滅可能性都市」の定義に用い

ている指標）の増減率注３は、社人研準拠推計が 46.8％減、シミュレーション２が 20.3%

減となっており、社会増の施策が重要であると言えます。 

・ 老年人口（65歳以上）の増減率注３は、社人研準拠推計、シミュレーション１、２との

間でそれほど大きな差は見られません。 

・ 2060年までの長期的な推計で老年人口比率の推移を見ると、社人研準拠推計では概ね上

昇し続けます。一方、シミュレーション１では 2045（平成 57）年まで、シミュレーショ

ン２では 2025（平成 37）年まで増加した後、低下しています。 
 

■集計結果ごとの人口動向と増減率 

  総人口 0～14歳人口 15～64歳人口 65歳以上人口 20～39歳女性人口 

2010(平成22)年人口 現状値 47,157  6,155  26,779  26,779  4,467  

2040(平成52)年 

人口 

社人研準拠推計 29,528  2,935  13,819  12,775  2,376  

  シミュ１ 31,222  4,202  14,246  12,775  2,491  

  シミュ２ 38,145  5,793  19,124  13,228  3,561  

2010(平成22)年から

2040(平成52)年への

増減率 

社人研準拠推計 -37.4% -52.3% -48.4% -52.3% -46.8% 

  シミュ１ -33.8% -31.7% -46.8% -52.3% -44.2% 

  シミュ２ -19.1% -5.9% -28.6% -50.6% -20.3% 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■社人研準拠推計・シミュレーション１・シミュレーション２による老年人口比率の推移 

注３ 増減率：2040（平成52）年における数値の2010（平成22）年に対する増減率をいう。  
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2040年
(平成52年)

2045年
(平成57年)

2050年
(平成62年)

2055年
(平成67年)

2060年
(平成72年)

社人研準拠推計 30.2% 34.1% 37.2% 39.4% 40.8% 41.5% 43.3% 44.1% 44.3% 43.4% 43.2%
シミュレーション１ 30.2% 33.9% 36.9% 38.8% 39.8% 39.9% 40.9% 41.0% 40.4% 38.7% 37.6%
シミュレーション２ 30.2% 32.9% 34.8% 35.7% 35.6% 34.8% 34.7% 33.8% 32.4% 29.7% 29.1%

34.1%
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41.5%
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社人研準拠推計 シミュレーション１ シミュレーション２
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４ 大洲市における人口の将来展望 

 (１) 目指すべき将来の方向 

① 課題と現状の整理 

今後講ずべき施策の方向性を見据えるために、本市の過去から現在、将来に至るまでの

人口推移を分析し、本市の現状と課題を整理します。 

 

【総人口の減少と人口構造の変化】 

減少傾向が続く本市の人口は、2010（平成22）の47,157人から2060（平成72）年に

は19,842人まで減少すると推計されており、人口減少対策が強く求められています。 

また、人口減少と合せて人口構造の変化（少子高齢化）が進行しており、2010（平成 22）

年現在、年少人口割合が 13.1％、老年人口割合が 30.1％と、既に少子高齢化の傾向が顕

著となっています。 

 

【自然増減・社会増減の推移】 

自然増減の動向を見ると、これまで概ね出生数が死亡数を下回る「自然減」が続いてお

り、その傾向は拡大しつつあります。一方、本市の合計特殊出生率（2008 年～2012 年）

は1.72と国や愛媛県の平均よりも高い水準にあります。 

社会増減の動向を見ると、転入数・転出数ともに減少傾向にありますが、転入数が転出

数を下回る「社会減」が続いています。これを年齢別に見ると、男女ともに 10 歳代後半

から 20 歳代前半の転出超過が顕著となっており、進学や就職を機とした転出が多いと考

えられます。また、近年は30歳～40歳代の転出超過が見られることから、ファミリー層

の転出が考えられます。一方、20 歳代後半での転入超過が見られることから、就職や進

学後のＵターンによる転入が多いと考えられますが、この傾向は収束しつつあります。 

転入・転出先の地域としては愛媛県内が多く、その中でも中予地方への転出超過、南予

地方からの転入超過の傾向が見られます。 

さらに、人口の自然減・社会減が本市の将来人口に及ぼす影響を分析したところ、社会

減を収束させていく施策に優先的に取り組むことが将来人口を維持する上で効果的であ

ることが示されています。 

 

【産業別就業者数の状況】 

産業構造では、男女ともに基幹産業である農林業の就業者が多くなっていますが、高齢

の就業者が大部分を占め、後継者の育成や所得の向上が求められています。 
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② 目指すべき将来の方向 

本市における人口減少は、将来もこの傾向が続くと予測されています。一方、人口の自

然増減に関わる重要な指標である合計特殊出生率は国や県よりも高い水準にあり、また、

将来人口における自然減・社会減の影響を分析したところ、社会減を収束させていく施策

に優先的に取り組む必要があることが示されています。 

以上を踏まえながら、国の長期ビジョンや愛媛県の人口ビジョン等を考慮した上で、人

口の維持・人口構造の安定化に向けて本市が目指すべき将来の方向性を掲げます。 

 

 

  

 

 

 (２ ) 人口の将来展望  

① 将来推計の考え方 

これまでの人口の動向分析や将来人口分析を踏まえ、また愛媛県の推計方法等も参考に

しながら市独自に将来人口を推計します。 

 

■市独自の将来人口の推計方法 

 
推計の条件設定 考え方 

自然増減 社会増減 自然増減 社会増減 

パターン１ 

（社人研準拠） 
社人研の推計に準拠 社人研の推計に準拠 

社人研の推計方法

に準拠 
社人研の推計方法に準拠 

パターン２ 

（県準拠） 

合計特殊出生率 

2030年 1.80 

2040年 2.07 

2015年～ 

社会移動が均衡 

（移動率が0） 

県の推計方法に準

拠 
県の推計方法に準拠 

パターン３ 
合計特殊出生率 

2040年 2.07 

2015年～ 

社人研が社会減とする層

の減少を1／2に圧縮 

本市の高い出生率

を踏まえ、人口置

換水準（出生率

2.07）を目指す 

転入・転出の動向を踏まえ、社

会減となっている性別・5歳階級別

年齢層における減少を抑制 

パターン４ 〃 

2015年～2025年 

社人研が社会減とする層

の減少を1／2に圧縮 

2025年～ 

社会移動が均衡 

（移動率が0） 

〃 

取組み開始後の一定期間（2015

～2025年）は、社会減となってい

る年齢層における減少を抑制 

2025年以降、施策の効果が発揮

され、県と同様に社会移動を均衡 

  

将来の方向性（※総合戦略と整合を図りながら定める） 
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② 人口の推移と長期的な見通し 

社人研準拠推計では、2060年人口は19,842人となっていますが、本市の推計では、2060

年時点で最少27,665人から最大で30,695人となっています。 

人口ビジョンと同時に策定が進められている「第２次大洲市総合計画」の目標年となる

2026（平成38）年の人口を算出注4 すると、社人研に準じた推計では37,321人となりま

すが、本市の推計では最小39,409人から最大40,010人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■大洲市の人口の長期的推計 

注4 将来推計人口は5歳階級別人口を用いた5年間区切りのコーホート要因法によるため、2025年～2030年までの5年間の

減少数から１年間の減少数を割り出し、2026年の推計人口を算出した。 

47,157 

29,528 

19,842 

35,540 

30,695 

34,059 

27,665 

35,011 

30,172 

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000
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(平成22年)

2015年

(平成27年)

2020年

(平成32年)

2025年

(平成37年)

2030年

(平成42年)

2035年

(平成47年)

2040年

(平成52年)

2045年

(平成57年)

2050年

(平成62年)

2055年

(平成67年)

2060年

(平成72年)

パターン1（社人研準拠） パターン2（県準拠）

パターン3 パターン4

2026（平成38）年

パターン1（社人研準拠）：37,321人

パターン2（県準拠）：40,010人

パターン3：39,409人

パターン4：39,471人

2060（平成72）年

パターン1（社人研準拠）：19,842人

パターン2（県準拠）：30,695人

パターン3：27,665人

パターン4：30,172人

2010年
(平成22年)

2015年
(平成27年)

2020年
(平成32年)

2025年
(平成37年)

2030年
(平成42年)

2035年
(平成47年)

2040年
(平成52年)

2045年
(平成57年)

2050年
(平成62年)

2055年
(平成67年)

2060年
(平成72年)

総人口 47,157 43,860 40,876 37,898 35,015 32,238 29,528 26,872 24,344 21,993 19,842
　0-14歳 6,155 5,294 4,571 3,989 3,516 3,185 2,935 2,682 2,403 2,115 1,861
　15～64歳 26,779 23,628 21,118 18,988 17,197 15,663 13,819 12,345 11,167 10,339 9,416
　65歳以上 14,223 14,937 15,187 14,921 14,302 13,390 12,775 11,844 10,775 9,538 8,565

総人口 47,157 44,035 42,213 40,362 38,603 37,026 35,540 34,110 32,792 31,638 30,695
　0-14歳 6,155 5,469 5,115 4,941 4,712 4,711 4,883 5,039 5,009 4,831 4,689
　15～64歳 26,779 23,628 21,886 20,433 19,450 18,723 17,643 16,913 16,586 16,721 16,863
　65歳以上 14,223 14,937 15,212 14,988 14,441 13,592 13,014 12,158 11,197 10,086 9,143

総人口 47,157 44,074 41,943 39,814 37,788 35,872 34,059 32,274 30,574 29,021 27,665
　0-14歳 6,155 5,508 5,141 4,972 4,753 4,668 4,674 4,632 4,485 4,261 4,077
　15～64歳 26,779 23,628 21,553 19,817 18,591 17,631 16,373 15,500 14,954 14,802 14,554
　65歳以上 14,223 14,937 15,249 15,025 14,444 13,573 13,012 12,142 11,136 9,958 9,035

総人口 47,157 44,074 41,943 39,814 38,098 36,531 35,011 33,551 32,216 31,081 30,172
　0-14歳 6,155 5,508 5,141 4,972 4,824 4,828 4,922 4,969 4,899 4,761 4,664
　15～64歳 26,779 23,628 21,553 19,817 18,829 18,132 17,133 16,530 16,273 16,419 16,460
　65歳以上 14,223 14,937 15,249 15,025 14,444 13,570 12,955 12,052 11,045 9,901 9,048

パターン1
（社人研準拠）

パターン2
（県準拠）

パターン3

パターン4
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社人研準拠推計では 2060年に 19,842人となっていますが、市独自の推計では 2060年

時点で 3万人程度となっています。人口減少に歯止めをかけることは、地域の存続や活力

維持に不可欠であり、高い目標を掲げて、その達成に向けて努力することが必要です。 

市民の定住や結婚・出産・子育ての希望をかなえ、本市への人の流れを確保し、人口減

少に歯止めをかけるための施策の推進により、以下のような人口の将来展望を掲げます。 

 

 高い出生率を活かし、結婚・子育ての希望をかなえ、合計特殊出生率を向上させ

る。（例：2040年に合計特殊出生率 2.07程度を目指す） 

 雇用の創出、安全な地域づくり等により、進学層やファミリー層等の転出を抑制

し、就職やＵターンによる転入を増大する。 

（例：転出超過の半減、転入・転出の均衡、転入の増加を目指す） 

 

・ 以上を踏まえて、2060年の将来人口の展望目標を、“●●●●人”とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大洲市の将来人口展望（案） 2060年時点で“●●●●人” 
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パターン１ 

（社人研準拠） 

 

パターン２ 

（県準拠） 

 

パターン３ 

 

パターン４ 

 

 

6,155 5,294 4,571 3,989 3,516 3,185 2,935 2,682 2,403 2,115 1,861

26,779

23,628
21,118

18,988 17,197 15,663 13,819

12,345 11,167 10,339
9,416

14,223

14,937

15,187

14,921

14,302

13,390

12,775
11,844

10,775
9,538

8,565
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(平成67年)

2060年

(平成72年)

（人）
年少人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口(人）

年少人口割合 生産年齢人口割合 老年人口割合

老年人口割合（右軸）

生産年齢人口割合（右軸）

年少人口割合（右軸）

6,155 5,469 5,115 4,941 4,712 4,711 4,883 5,039 5,009 4,831 4,689

26,779
23,628

21,886 20,433 19,450 18,723 17,643
16,913 16,586 16,721

16,863

14,223

14,937
15,212

14,988
14,441

13,592
13,014

12,158 11,197 10,086 9,143

13.1% 13.7%
15.3%

56.8%

49.6%

54.9%

30.2% 36.6%

29.8%
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2035年

(平成47年)

2040年

(平成52年)

2045年

(平成57年)

2050年

(平成62年)

2055年

(平成67年)

2060年

(平成72年)

（人）
年少人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口(人）

年少人口割合 生産年齢人口割合 老年人口割合

老年人口割合（右軸）

生産年齢人口割合（右軸）

年少人口割合（右軸）

6,155 5,508 5,141 4,972 4,753 4,668 4,674 4,632 4,485 4,261 4,077

26,779
23,628

21,553
19,817 18,591 17,631 16,373

15,500 14,954 14,802
14,554

14,223

14,937

15,249
15,025

14,444
13,573

13,012
12,142

11,136
9,958 9,035

13.1% 13.7% 14.7%

56.8%

48.1%
52.6%

30.2%

38.2%

32.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

2010年

(平成22年)

2015年

(平成27年)

2020年

(平成32年)

2025年

(平成37年)

2030年

(平成42年)

2035年

(平成47年)

2040年

(平成52年)

2045年

(平成57年)

2050年

(平成62年)

2055年

(平成67年)

2060年

(平成72年)

（人）
年少人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口(人）

年少人口割合 生産年齢人口割合 老年人口割合

老年人口割合（右軸）

生産年齢人口割合（右軸）

年少人口割合（右軸）

6,155 5,508 5,141 4,972 4,824 4,828 4,922 4,969 4,899 4,761 4,664

26,779
23,628

21,553
19,817 18,829 18,132 17,133

16,530 16,273 16,419

16,460

14,223

14,937

15,249
15,025

14,444
13,570

12,955
12,052

11,045 9,901 9,048

13.1% 14.1%
15.5%

56.8%

48.9%

54.6%

30.2%

37.0%
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(平成32年)

2025年

(平成37年)

2030年

(平成42年)

2035年

(平成47年)

2040年

(平成52年)

2045年

(平成57年)

2050年

(平成62年)

2055年

(平成67年)

2060年

(平成72年)

（人）
年少人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口(人）

年少人口割合 生産年齢人口割合 老年人口割合

老年人口割合（右軸）

生産年齢人口割合（右軸）

年少人口割合（右軸）

■参考：各推計における年齢３区分人口の推移 


